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１．はじめに 

（1）川場村の概況 

川場村は、群馬県利根地域の中心沼田市の北へ約10

ｋｍ、群馬県独立峰として最高峰の武尊山の南麓に位

置しており、総面積の約88％を山林原野（うち約60％

は国有林）が占める、水脈も豊富な大自然が残る地域

である。 

村の面積は約85.29ｋ㎡、人口は4,179 人（国勢調

査平成17年時点）、人口密度は約49.0人/k㎡である。 

村内の8つの集落は、標高約400ｍ～600ｍに南北方

向に緩傾斜をなして形成されており、伝統的な農家建

築も多く見られる。（図－1参照） 

村の基幹産業は農業であり、 “農林業の営みによる

田園風景”は、農村の原風景として高く評価されてい

る。（写真－1参照） 

また、「縁組協定」を結んだ世田谷区との交流活動（1）

など、田園休暇村事業等の展開により、過疎地域を脱

却するとともに、近年はスキー場や道の駅の建設等に

伴い、観光産業が成長している。 

（2）景観計画等策定に向けた取組みの経緯 

川場村には、都市計画区域が定められていない。 

村は、「川場村美しいむらづくり条例」（平成4年策

定）により、建築、開発行為等の規制・誘導、助成制

度を活用した個人住宅等の建築、指針に基づく公共施

設整備等を進め、川場らしさを活かした風景づくりに

努めてきた。 

しかし、画一的な個人住宅の建設や農地の宅地への

転用による農地と宅地の混在化、耕作放棄地の増加、

屋外広告物の増加等、良好な景観が維持できない状況

が生まれてきた。 

こうした中、「景観法」（2）が施行(平成16年)され、

景観形成に対する法的な裏づけと制度が整備されたこ

とを受け、村の総合計画の重点施策の一つに「美しい

むらづくり」が位置づけられ、景観への取組みがスタ

ートした。 

本業務は、こうした動きの中で行われた、川場村に

おける“景観法”に基づく「景観計画等策定に関する

調査業務」であり、公募型プロポーザルにより、当社

が選定されたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．業務概要 

（1）策定等の方針 

本業務は、技術提案書の中で当社が技術提案した以

下の点を、“景観むらづくり”の基本方針として進める

こととした。 

①先人達のたゆまざる努力により維持されてきた

“農林業の営みによる田園風景”の継承を図る。 

②これまでの取組みを活かして、『川場村美しいむ

らづくり条例』の継承・強化を図る。 

（2）業務内容 

業務内容は、「景観要素の把握」、「景観形成上の課題

の整理」、「景観計画区域、基本方針、行為の制限の検

討」、「景観資源等の質的向上の方針検討」、「美しい景

観むらづくりへの取組み方策の検討」、「景観計画(案)

の作成」である。 

 

農村の原風景の継承を目指した「景観むらづくり」 

～群馬県川場村における景観形成基本計画等の策定に関する調査・検討～ 

小林理子（(株)オオバ），益永克人（(株)オオバ）

キーワード：環境，景観，住民参加 

写真－1 村内里山から武尊山を望む 1） 

標高400ｍ～600ｍ 
の小盆地的空間 

図－1 地形図 
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３．業務の特徴 

本業務の特徴を、以下の2つのテーマから記述する。 

（1）テーマ1：先人達のたゆまざる努力により維持さ

れてきた“農林業の営みによる田園風景”の継承 

1）調査段階からの村民参加 

良好な景観 (特に農村景観)は、そこに住む人々の

日々の営みにより形成されてきた。 

そのため、良好な景観の保全・創出には、地域住民

の景観意識の高まりや保全・創出の動機付けが重要と

考え、調査段階からの村民等の参加を企画した。 

調査・検討は、「アンケート調査」、「景観懇談会」（各

集落10名程度）、「シンポジウム開催」等、段階的に村

民等の参加を実施するとともに、学識経験者を委員長

として、各種団体の代表で構成する「策定委員会」を

設置し、専門的見地からの助言等を受けた。（図－2参

照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）全体像（景観構造）の明確化と共有化 

「景観法」に基づく景観計画は、“行為の制限や景観

形成基準など、景観形成のための手段”がピックアッ

プされるが、“景観むらづくり”では、目指すべき村の

全体像を共有化することが大事であると考えた。 

そこで、“川場村の景観構造”、“見られる景観”に着

目した要素調査を行い、景観形成の方向性を打ち出す

とともに、村の内外の人による村の景観に対する意識

の相違点から将来の方向性を導き出すための「アンケ

ート調査」の実施、地区別懇談会やシンポジウムの開

催等を通じて、目指すべき村の景観(全体像)を明らか

にするとともに共有化を図った。（図－3、表－1 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

提案 

情報 

提供 

事 務 局 

景観形成基本計画等 

策定委員会 

（学識経験者） 

（議会） 

（農業委員会、商工会、

観光協会、森林組合、世

田谷区、区長会、婦人会

各種団体等代表） 

（行政職員） 

指示 

景観懇談会 

（集落単位で開催）

シンポジウム 

村民等の参加 

ヒアリング調査 

※次年度を予定

村民、来訪者 

簡易アンケート 

報告 
村 長 村議会 

提案 

ＨＰ・広報による

情報発信 

図－2 調査体制と村民等の参加方法 

図－3 景観構造に着目した主な景観要素 

表－1 全体像の共有化等を目指した村民参加 

STEP

１ 
来訪者等簡易アンケートの実施 

[主な設問] 

・ 観光客の持つ川場村の景観イメージ 

・ 川場村の景観の魅力や課題 

・ 川場村の宝 

STEP

２ 

地域別景観懇談会の開催 

※ 人々が自ら確認できる生活の場所である

旧集落（8つの集落）を単位として、感じ

方の異なる関係者による地域観察会（点的

調査）の開催（景観の意識化） 

※ 地域特性に配慮：旧集落の景観特性調査

（集落・地域の特徴的な住まいの形態（伝

統型、更新型、新築型等）や意匠(外構部

のしつらえ等、眺望点・眺望景観など)）

[主な内容] 

・ 良好な景観形成に関する村の取組みに

ついて 

・ 地区の景観特性（村外の人からみた川場

村の景観への意識、地区の資源、地区の

主な景観変化） 

・ 地区観察、地区の景観資源の抽出 

・ 意見交換 

STEP

３ 

シンポジウムの開催（学識経験者による講評と

基礎講演、意見交換など） 

※村外の人々(観光客等)からの意見等による

新たな気づきや、景観イメージや景観形成上の

課題の共有化等を目的として開催 

・ 川場の風景の魅力 

・ 川場村の景観変化 

・ 景観計画で配慮して欲しいこと 

写真－2 地区別景観懇談会、地域探索の様子
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3）田園風景の継承に向けた景観法活用の考え方 

村の特徴である田園風景を継承するためには、農業

業の営みを継続することが必要不可欠であり、この点

が、行為の制限等を主とする都市景観の保全とは異な

る点である。 

しかし、農林業従業者の高齢化や後継者不足が進み、

農地や山林の荒廃が問題となっていた。 

一方、川場村では“農林業の営みによる田園風景”

を守るために、「都市と農村の交流」を20年以上続け

ている。 

そこで本調査では、これらの活動を田園景観継承の

仕組みとして景観計画に位置づけることとした。 

また、景観法では、地域の景観と農業生産力の最大

化のための施策との調和を図るため、景観計画区域内

の農業振興地域について、「景観農業振興地域整備計

画」を定めることができるとしている。 

そこで、都市と農村の交流の場ともなる、歴史的、

景観的に優れた棚田景観、緑豊かな里山景観の保全と

再生を図る地域について、この制度の活用を方向付け

た。（写真－3 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）テーマ2：これまでの取組みの蓄積を活かした 

『川場村美しいむらづくり条例』の継承・強化 

1）景観法に基づく計画・条例への移行への対応 

川場村の景観計画は、「川場村美しいむらづくり条

例」に、法的な裏付けを持たせ、将来にわたって川場

らしい景観づくりを進めるための指針としての役割を

担うことを目的とした。 

そこで、「景観計画」の策定にあたっては、これまで

の条例による、美しいむらづくりに関する効果を検証

しながら、継承する事項と強化する事項について、検

討を行った。 

2）“美しいむらづくり条例”の効果の検証 

①建築、開発行為等の規制・誘導の効果の検証 

“川場村美しいむらづくり条例”は、「開発事業等へ

の審査・指導」、「助成金制度による審査・指導」、「景

観に配慮した公共施設の整備」に対して適用している。 

建築物については、「自己若しくは親族の居住の用

に供する宅地の造成及び住居の建築を行う者」の開発

事業等は、適用除外である。 

また、川場村は都市計画区域外であり、建築基準法

の単体規定（3）のみの適用となるため、助成金制度を設

け、建築物等の規模、意匠、及び色彩等の基準を定め

た“川場村美しいむらづくり指針” に基づく指導・助

言を行っている。 

平成12年度から平成20年度までに申請のあった住

宅のうち、約7割は交付対象となっている。 

しかし、助成金制度を知らない住民もいるなど、制

度の周知が十分ではない状況がある。 

そのため、これまで適用除外であった建築物につい

ても、制度適用の必要性が指摘されている。 

②景観変化の確認 

“川場村美しいむらづくり条例”の課題を明らかに

するために、条例が対象としない要素の変化について

調査を行った。 

調査は、東京農業大学地域環境科学部造園科学科の

麻生教授に協力を頂き、教授が毎年行っている「定点

観測調査」（4）の結果を用いて、1985 年と 2008 年の写

真比較による景観変化要素の経年変化を把握した。 

近年の変化が著しい景観要素は以下の通りであり、

これらに対する対策の必要性が浮き彫りとなった。 

・緑豊かな屋敷林の伐採 

・道路の整備及び道路の整備と併せたガードレー

ルの増加（写真－4 参照） 

・個人住宅の色やデザインの画一化や個性化 

・県道沿い広告物のデザインや大きさの不統一 

・耕作放棄地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－3 都市と農村の交流の場となる美しい棚田

写真－4 景観に影響を与えるガードレール 
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③“美しいむらづくり条例”の継承・強化の方向性 

“美しいむらづくり条例”の効果の検証の結果、理

念や指針については、計画に引き継ぐことが必要であ

るとともに、助成制度や事前協議制度等は、制度とし

て継承を図ることが必要である、という認識に達した。 

一方、届出対象行為に関する部分については、条例

を強化し、年間10件未満である建築物の新築、新設等

の行為は、全てが対象となるような基準を設定する方

向とした。 

また、工作物についても、景観変化要因であること

から、工作物全般について届出の対象行為とする方向

とした。ただし、規模については、今後事業者等の意

見を聞きながら調整することとしている。 

「景観計画」では、こうした考えに基づき、『景観法

第8条第2項』で規定された“必須項目”の他、村の

良好な景観形成のためには、「屋外広告物に関する事

項」や「景観重要公共施設整備に関する事項」を定め

るとともに、「景観農業振興地域整備計画の策定に関

する事項」などの“選択項目”について定めていくこ

ととした。 

また、景観計画の届出対象行為等を定める条例につ

いては、法の委任部分に自主条例を組合せ、川場村独

自の景観条例の作成を方向付けた。（図－4 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

本業務は、農村の原風景の継承を目指した“景観む

らづくり”に資する景観計画等の策定に向けた調査・

検討等である。 

農村景観、田園風景の保全・創出を目的とする景観

計画は、全国的にはまだ希少である。 

美しい農村景観は、人々の営みにより維持されるこ

とから、“景観むらづくり”を意識した村民等の参加を

はじめ、「景観法」の制度や村の取組みの蓄積を活かし

て、農地や山林管理の仕組みについても景観計画に位

置づけた点は特筆すべきことである。 

今年度は、景観計画案をもとに、事業者調整、住民

理解、周知徹底を図りながら、景観計画を策定すると

ともに、景観行政団体（5）として関係機関との調整や具

体的な手続きなどを行う行政職員の意識の高揚等、景

観むらづくりの仕組みを構築していく予定である。 

また、当初想定していた「準景観地区」（6）の指定や

「景観農業振興地域整備計画」の策定については、住

民の意向を踏まえ、該当する地域の選定を行った。今

後地元との協議を行いながら、機運の高まりに応じて

指定等を行っていく予定である。 

 

補注 

（1）昭和56年に世田谷区と「縁組協定」を結んで以

来、積極的な地域間交流を推進しており、全国の都市

と農村の交流モデル事業として高い評価を得ている 

（2）これまで地方公共団体が自主条例によって進めて

きた景観の整備・保全の取組みの限界を背景に、我が

国初の景観についての総合的な法律として整備された 

（3）建築物自体の安全性、衛生上の条件確保を規定す

るもの。用途や規模の規制・誘導手段とはならない 

（4）1984年から続けられている面的調査：500ｍ間隔

メッシュの山岳部を除いたその交点付近の見通しの良

い観測点（50ポイント）の年1回の東西南北4方向の

写真撮影 

（5）『景観行政団体』：都道府県、政令指定都市等、又

は都道府県知事と協議・同意の上景観行政の担い手と

なる市町村のこと 

（6）「良好な景観の保全」を目的として、都市計画区

域等外であっても景観地区に準じた規制が可能となる

地区 
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図－4 景観計画と景観条例の骨子 


